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平成１８年４月２７日

各 位

会 社 名 サイバネットシステム株式会社

代表者の役職氏名 代表取締役社長 井 上 惠 久

（ 東 証 第 一 部 コード番号：４３１２ ）

問 い 合 わ せ 先
コ ー ポ レ ー ト
部門担当取締役 高 橋 宏

電 話 番 号 ０３－５９７８－５４０１（代）

定款変更に関するお知らせ

当社は、平成１８年４月２５日開催の取締役会において、平成１８年６月２３日開催予定の当社第２１回

定時株主総会に下記の通り定款の一部変更について付議することを決議いたしましたので、お知ら

せいたします。

記

１．定款変更の理由

「会社法」（平成１７年法律第８６号）が平成１８年５月１日に施行されることに伴い、以下の通り

変更するものであります。

２．定款変更の概要

(1) 「会社法」の規定により、新たに定款に定めを置くことを要する事項について、変更案第４

条（機関の設置）、変更案第７条（株券の発行）および変更案第６章（会計監査人）を置くも

のであります。また、端株制度の廃止に伴い、現行定款第８条（株式取扱規則）および現行

定款第９条（名義書換代理人）を改正するものであります。

(2) 安定的な株主総会の開催を可能とするため、変更案第１３条（招集地）を置くものであります。

(3) 株主総会の招集に際し、株主の皆様による公告閲覧の利便性を向上させるため、変更案第１５

条（株主総会参考資料等のインターネット開示とみなし提供）を置くものであります。

(4) 近年、多種多様な会社業務が増大し続けている我が社の事情に鑑みて、これを円滑に執行す

るため、取締役の員数を増大することを可能にしたものであります（変更案第１８条(取締役

の員数)）。

(5) 従来の定款において定めが置かれていなかった事項について、新たに変更案２３条（取締役会

の招集権者および議長）を置くものであります。

(6) より機動的な取締役会の運営を可能にするため、変更案２５条（取締役会決議の省略）を置く

ものであります。

(7) 社外取締役および社外監査役として広く優秀な人材を確保し、期待される役割を充分に発揮

できるようにするため、変更案第２９条（取締役の責任限定）および変更案第３７条（監査役の

責任限定）を置くものであります。

(8) 会社法の定めにより一定の要件のもと、剰余金の処分を取締役会決議によって実施すること

が可能となったことから、機動的な配当政策を実施することにより株主様のご期待に応える

ため、変更案第４２条（剰余金の配当）を置くものであります。また、これに伴い、従来の定

款に置かれていた中間配当に関する規定を削除するものであります。

(9) 上記のほか、必要な規定の加除･修正･移設など、全般にわたり所要の変更を行うものであり

ます。
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３．定款変更案の内容

現行定款 変更案

第 1 章 総 則

（商号）
第１条 当会社は､サイバネットシステム株式会社と

称し､英文では Cybernet Systems
Co.,Ltd. と表示する｡

（目的）
第２条 当会社は､つぎの事業を営むことを目的と

する｡
（１）情報処理システムに関する調査、研究

業務
（２）情報処理システムに関する情報の

収集、分析、処理業務
（３）情報処理システムに関する情報提供

サービス業務
（４）情報処理システムに関するソフトウェア

およびハードウェアの設計、開発、販
売､リースおよび使用権の許諾、保
守、コンサルティング業務

（５）情報処理システムに関するソフトウェア
およびハードウェアの賃貸借、輸出入
業務

（６）情報処理システムに関する操作要員
の教育、訓練業務

（７）情報処理システムに関する出版物の
出版、編集、翻訳業務

（８）コンピュータネットワークによるソフトウ
ェア利用、運用に関する技術援助、コ
ンサルティング業務

（９）コンピュータネットワークを利用した情
報提供サービス業務

（１０）コンピュータネットワークを利用した
通信販売業務

（１１）前各号に附帯関連する一切の事業

（本店の所在地）
第３条 当会社は､本店を東京都文京区に置く｡

（新設）

第 1 章 総 則

（現行どおり）

（現行どおり）

（現行どおり）

（機関の設置）
第４条 当会社は、株主総会および取締役のほ

か、次の機関を設置する。
（１） 取締役会
（２） 監査役
（３） 監査役会
（４） 会計監査人
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（公告の方法）
第４条 当会社の公告は、電子公告により行う。た

だし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない事由が生じた場合
は、日本経済新聞に掲載する。

第２章 株 式

（発行する株式の総数）
第５条 当会社の発行する株式の総数は､１，２９

６，０００株とする｡

（新設）

（自己株式の取得）
第６条 当会社は、商法第２１１条ノ３第１項第２号

の規定により、取締役会の決議をもって
自己株式を買受けることができる。

（基準日）
第７条 当会社は、毎年３月３１日の最終の株主

名簿（実質株主名簿を含む。以下同じ。）
に記載または記録された議決権を有する
株主（実質株主を含む。以下同じ）をもっ
て、その決算期の定時株主総会におい
て権利を行使すべき株主とする。

２ 前項のほか、必要があるときは、取締役会
の決議によりあらかじめ公告して臨時に
基準日を定めることができる。

（株式取扱規則）
第８条 当会社の株券の種類、株式の名義書換、

端株原簿の記載または記録、質権の登
録および信託財産の表示またはこれらの
抹消、株券の不所持、株券の交付、端株
の買取、届出の受理その他株式および
端株に関する取扱いおよび手数料につ
いては、法令または本定款に別段の定め
がある場合を除き、取締役会の定める
「株式取扱規則」による。

（名義書換代理人）
第９条 当会社は、株式および端株につき名義書

換代理人を置く。
２ 名義書換代理人およびその事務取扱場

所は、取締役会の決議によって選定す
る。

３ 当会社の株主名簿および端株原簿およ
び株券喪失登録簿は、名義書換代理人

（公告の方法）
第５条 当会社の公告は、電子公告により行う。た

だし、電子公告によることができない事故
その他やむを得ない事由が生じたとき
は、日本経済新聞に掲載する方法により
行う。

第２章 株 式

（発行可能株式総数）
第６条 当会社の発行可能株式総数は､１，２９６，

０００株とする｡

（株券の発行）
第７条 当会社は、株式にかかる株券を発行す

る。

（自己の株式の取得）
第８条 当会社は、取締役会決議によって市場取

引等により自己株式を取得することがで
きる。

（削除）

（株式取扱規則）
第９条 当会社の株式に関する取扱いおよび手

数料は、法令または本定款のほか、取締
役会において定める「株式取扱規則」に
よる。

（株主名簿管理人）
第１０条 当会社は、株主名簿管理人を置く。

２ 株主名簿管理人およびその事務取扱場
所は、取締役会の決議によって定め、こ
れを公告する。

３ 当会社の株主名簿（実質株主名簿を含
む。以下同じ。）、新株予約権原簿およ
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の事務取扱場所に備え置き、株式の名
義書換、端株原簿の記載または記録、質
権の登録および信託財産の表示またはこ
れらの抹消、株券の不所持、株券の交
付、端株の買取、届出の受理その他株
式および端株に関する事務は名義書換
代理人に取扱わせ、当会社においてはこ
れを取扱わない。

第３章 株主総会

（総会の招集）
第１０条 当会社の定時株主総会は､営業年度末

日の翌日から３ヶ月以内に招集し､臨時
株主総会は､その必要がある場合に随
時これを招集する｡

２ 株主総会は､取締役会の決議により招
集する。

（新設）

（新設）

（招集権者および議長）
第１１条 株主総会は、取締役社長が招集し、議

長となる。
２ 取締役社長に差支えあるときは、取締役

会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が招集し、議長となる。

（新設）

（総会の決議）
第１２条 株主総会の決議は、法令または定款に

別段の定めがある場合を除き、出席株
主の議決権の過半数をもってする。

２ 当会社の株主総会における商法第３４３

び株券喪失登録簿の作成ならびに備置
きその他株式に関連する事務は、これを
株主名簿管理人に委託し、当会社にお
いては取扱わない。

第３章 株主総会

（総会の招集）
第１１条 当会社の定時株主総会は､事業年度末

日の翌日から３ヶ月以内に招集し､臨時
株主総会は､その必要があるときに随時
これを招集する｡

２ （削除）

（定時株主総会の基準日）
第１２条 当会社の定時株主総会の議決権の基

準日は、毎年３月３１日とする｡

（招集地）
第１３条 株主総会は、本店所在地またはその隣

接地において招集する。

（招集権者および議長）
第１４条 （現行どおり）

２ 取締役社長に事故があるときは、取締役
会においてあらかじめ定めた順序に従
い、他の取締役が株主総会を招集し、
議長となる。

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみ
なし提供）
第１５条 当会社は、株主総会の招集に際し、株

主総会参考書類、事業報告、計算書類
および連結計算書類に記載または表示
をすべき事項に係る情報を、法務省令
に定めるところに従いインターネットを利
用する方法で開示することにより、株主
に対して提供したものとみなすことがで
きる。

（総会の決議）
第１６条 株主総会の決議は、法令または本定款

に別段の定めがある場合を除き、出席し
た議決権を有する株主の議決権の過半
数をもって行う。

２ 会社法第３０９条第２項に定める決議は、
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条の定めによるべき特別決議は、総株主
の議決権の３分の１以上を有する株主が
出席し、その議決権の３分の２以上をもっ
てする。

（議決権の代理行使）
第１３条 株主は､当会社の議決権を有する他の

株主を代理人として、その議決権を行
使することができる。

２ 株主または代理人は、株主総会ごとに
代理権を証する書面を当会社に提出し
なければならない。

第４章 取締役および取締役会

（取締役の員数）
第１４条 当会社の取締役は7名以内とする。

（取締役の選任）
第１５条 当会社の取締役は、株主総会において

選任するものとする。
２ 前項の選任決議は、総株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その
議決権の過半数をもってする。

３ 当会社の取締役の選任決議について
は、累積投票によらないものとする。

（新設）

（取締役の任期）
第１６条 当会社の取締役の任期は就任後１年内

の最終の決算期に関する定時株主総
会の終結の時までとする。

２ 補欠または増員により選任された取締役
の任期は、他の在任取締役の任期の満
了すべき時までとする。

（代表取締役および役付取締役の選任）
第１７条 取締役会は、その決議をもって取締役

の中から、取締役社長１名のほか、取締
役会長、取締役副会長、取締役副社長、
専務取締役および常務取締役等の名称
の役付取締役各若干名を定めることがで
きる。

２ 会社を代表する取締役は、取締役会の

本定款に別段の定めがある場合を除
き、当該株主総会において議決権を行
使することができる株主の議決権の３分
の１以上を有する株主が出席し、その議
決権の３分の２以上をもって行う。

（議決権の代理行使）
第１７条 株主は､当会社の議決権を有する他の

株主１名を代理人として、その議決権を
行使することができる。

２ 株主または代理人は、株主総会ごとに代
理権を証明する書面を当会社に提出し
なければならない。

第４章 取締役および取締役会

（取締役の員数）
第１８条 当会社の取締役は１０名以内とする。

（取締役の選任）
第１９条 取締役は、株主総会において選任す

る。
２ 取締役の選任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席し、その議決
権の過半数をもって行う。

３ 取締役の選任決議は、累積投票によら
ないものとする。

（取締役の解任）
第２０条 取締役の解任決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の過半数を
有する株主が出席し、その過半数をもっ
て行う。

（取締役の任期）
第２１条 取締役の任期は、選任後１年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までとす
る。

２ 増員または補欠として選任された取締
役の任期は、他の在任取締役の任期の
満了する時までとする。

（代表取締役および役付取締役）
第２２条 代表取締役は、取締役会の決議をもっ

て選定する。

２ 取締役会は、その決議によって、取締役
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決議をもって定める。

（新設）

（取締役会の招集の通知）
第１８条 取締役会の招集の通知は、各取締役

および各監査役に対し会日の３日前ま
でに発するものとする。ただし、緊急の
必要があるときは、この期間を短縮する
ことができる。

２ 取締役および監査役の全員の同意が
あるときは、招集の手続きを経ないで取
締役会を開くことができる。

（新設）

（役付取締役の分掌）
第１９条 取締役社長は､取締役会を主宰するとと

もに取締役会の決議を執行し､会社業務
を統括する。

２ 役付取締役は、取締役社長を補佐して会
社の日常業務を処理し、取締役社長に
支障があるときは、取締役会の決議により
あらかじめ定めた順位により他の取締役
がこれに代わる。

（取締役の報酬）
第２０条 当会社の取締役の報酬は、株主総会の

決議によりこれを定める。

（取締役会規則）
第２１条 取締役会に関する事項は、法令または

本定款に別段の定めがある場合を除

社長１名を選定し、取締役会長、取締役
副会長各１名のほか、取締役副社長、
専務取締役および常務取締役等の名
称の役付取締役各若干名を定めること
ができる。

（取締役会の招集権者および議長）
第２３条 取締役会は、法令に別段の定めがある

場合を除き、取締役社長がこれを招集
し、議長となる。

２ 取締役社長に欠員または事故があると
きは、取締役会においてあらかじめ定め
た順序に従い、他の取締役が取締役会
を招集し、議長となる。

（取締役会の招集通知）
第２４条 取締役会の招集通知は、各取締役お

よび各監査役に対し会日の３日前まで
に発するものとする。ただし、緊急の必
要があるときは、この期間を短縮すること
ができる。

２ 取締役および監査役の全員の同意が
あるときは、招集の手続きを経ないで取
締役会を開催することができる。

（取締役会決議の省略）
第２５条 当会社は、取締役全員が取締役会の決議

事項について書面または電磁的方法によ
り同意したときは、当該決議事項を可決す
る旨の取締役会決議があったものとみな
す。ただし、監査役が異議を述べたときは
この限りでない。

（役付取締役の分掌）
第２６条 （現行どおり）

２ 役付取締役は、取締役社長を補佐して
会社の日常業務を処理し、取締役社長
に事故があるときは、取締役会の決議に
よりあらかじめ定めた順位により他の取
締役がこれに代わる。

（取締役の報酬等）
第２７条 取締役の報酬、賞与その他の職務執行

の対価として当会社から受ける財産上の
利益（以下「報酬等」という。）は、株主総
会の決議によって定める。

（取締役会規則）
第２８条 （現行どおり）
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き、｢取締役会規則｣において定める。

（新設）

第５章 監査役および監査役会

（監査役の員数）
第２２条 当会社の監査役は 4 名以内とする。

（監査役の選任）
第２３条 当会社の監査役は、株主総会において

選任するものとする。
２ 法令または定款に定める監査役の員数

を欠くことになる場合に備えて、株主総
会においてあらかじめ監査役の補欠者
（以下「補欠者｣ という｡）を選任すること
ができる｡

３ 監査役および補欠者の選任決議は、
総株主の議決権の３分の１以上を有す
る株主が出席し、その議決権の過半数
をもってする。

４ 補欠者選任の効果は、選任後最初に
到来する定時株主総会が開催されるま
での間とする。

５ 補欠者は、法令または定款に定める監
査役の員数を欠くことになった時に就任
する｡

（監査役の任期）
第２４条 当会社の監査役の任期は就任後４年内

の最終の決算期に関する定時株主総
会の終結の時までとする。

２ 補欠として選任された監査役の任期およ
び補欠者が監査役に就任した場合の任
期は、退任した監査役の任期の満了す
べき時までとする。

（監査役会の招集の通知）
第２５条 監査役会招集の通知は､各監査役に対

（取締役の責任限定）
第２９条 当会社は、会社法第４26 条第１項の定

めにより、任務を怠ったことによる取締役
（取締役であった者を含む。）の損害賠
償責任を、法令の限度において、取締
役会の決議によって免除することができ
る。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の定
めにより、社外取締役との間で、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる。ただし、
当該契約に基づく責任の限度額は、法
令が定める範囲内とする。

第５章 監査役および監査役会

（監査役の員数）
第３０条 （現行どおり）

（監査役の選任）
第３１条 監査役は、株主総会の決議によって選

任する。
（削除）

２ 監査役の選任決議は、議決権を行使す
ることができる株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席し、その議決
権の過半数をもって行う。

（削除）

（削除）

（監査役の任期）
第３２条 監査役の任期は、選任後４年以内に終

了する事業年度のうち最終のものに関
する定時株主総会の終結の時までとす
る。

２ 任期の満了前に退任した監査役の補
欠として選任された監査役の任期は、
退任した監査役の任期の満了する時ま
でとする。

（監査役会の招集通知）
第３３条 監査役会の招集通知は､各監査役に対



ＮＥＷＳ ＲＥＬＥＡＳＥ

サイバネットシステム株式会社 〒112-0012 東京都文京区大塚 2-15-6
ホームページアドレス http://www.cybernet.co.jp/

し会日の３日前までに発するものとす
る。ただし、緊急の必要があるときは、こ
の期間を短縮することができる。

２ 監査役全員の同意あるときは、招集の通
知を省略して監査役会を開くことができ
る。

（監査役の報酬）
第２６条 当会社の監査役の報酬は、株主総会の

決議によりこれを定める。

（監査役会規則）
第２７条 監査役会に関する事項は、法令または

本定款に別段の定めがある場合を除
き、｢監査役会規則｣において定める。

（常勤監査役）
第２８条 当会社の監査役は、互選により常勤の

監査役を定める。

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

（新設）

し会日の３日前までに発するものとする。
ただし、緊急の必要があるときは、この期
間を短縮することができる。

２ 監査役全員の同意があるときは、招集の
手続きを経ないで監査役会を開催する
ことができる。

（監査役の報酬等）
第３４条 監査役の報酬等は、株主総会の決議に

よって定める。

（監査役会規則）
第３５条 （現行どおり）

（常勤監査役）
第３６条 監査役会は、監査役の中から常勤の監

査役を選定する。

（監査役の責任限定）
第３７条 当会社は、会社法第４26 条第１項の定

めにより、任務を怠ったことによる監査役
（監査役であった者を含む。）の損害賠
償責任を、法令の限度において、取締
役会の決議によって免除することができ
る。

２ 当会社は、会社法第４２７条第１項の定
めにより、社外監査役との間で、任務を
怠ったことによる損害賠償責任を限定す
る契約を締結することができる。ただし、
当該契約に基づく責任の限度額は、法
令が定める範囲内とする。

第６章 会計監査人

（会計監査人の選任）
第３８条 会計監査人は、株主総会の決議によっ

て選任する。

（会計監査人の任期）
第３９条 会計監査人の任期は、選任後１年以内

に終了する事業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会の終結の時まで
とする。

２ 前項の定時株主総会において別段の決
議がされないときは、当該定時株主総
会において再任されたものとみなす。

（会計監査人の報酬等）
第４０条 会計監査人の報酬等は、代表取締役が

監査役会の同意を得て定める。
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第６章 計 算

（営業年度）
第２９条 当会社の営業年度は、毎年４月１日から

その翌年３月３１日までとする。

（利益配当金）
第３０条 利益配当金は、毎年３月３１日の最終の

株主名簿に記載または記録された株主
または登録質権者および端株原簿に記
載または記録された端株主に対し支払
う。

（中間配当）
第３１条 当会社は、取締役会の決議により、毎年

９月３０日の最終株主名簿に記載または
記録された株主または登録質権者およ
び端株原簿に記載または記録された端
株主に対し中間配当をすることができ
る。

（新設）

（除斥期間）
第３２条 利益配当金および中間配当金が支払

開始日から満３年を経過しても受領され
ないときは、当会社はその支払の義務を
免れるものとする。

２ 当会社の利益配当金および中間配当
金に対しては、利息をつけない

第７章 計 算

（事業年度）
第４１条 当会社の事業年度は、毎年４月１日から

翌年３月３１日までの１年とする。

（剰余金の配当）
第４２条 当会社は、取締役会の決議によって、

剰余金の配当等会社法第４５９条第１項
各号に掲げる事項を定めることができ
る。

２ 当会社は、次条に定める基準日におけ
る最終の株主名簿に記載または記録さ
れた株主または登録株式質権者に対し
て金銭による剰余金の配当（以下「期末
配当」という）を行う。

３ 当会社は、会社法第４５９条第 1 項各号
に掲げる事項を株主総会の決議によっ
ては定めない

（削除）

（基準日）
第４３条 当会社の期末配当の基準日は、毎年３

月３１日とする。
２ 当会社の中間配当の基準日は、毎年９

月３０日とする。
３ 前２項のほか、当会社は任意に基準日

を定めて剰余金の配当を行うことができ
る。

（除斥期間）
第４４条 配当金が支払開始日から満３年を経過

しても受領されないときは、当会社はそ
の支払義務を免れる。

２ 未払の配当金に対しては、利息をつけな
い。

※ 上記変更案は、平成１８年４月２７日開催の取締役会にて決議されたものです。本年６月２３日

開催予定の定時株主総会に上程する際には、文言等の修正を行うことがあります。

以 上


